
１　総括

(１) 人件費の状況（普通会計決算）

(２) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数である。

      ３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

       職員数には当該職員を含んでいない。

(３) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

100 として計算した指数です。

　　　２ 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３ 　平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない

とした場合の値です。
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(４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、

その理由））

（給料表の改定実施時期） 平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

若年層については、据え置き。高齢層については４％引き下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月

３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月１日時点は１％、

　給与改定後は平成２７年４月に遡及し２％、平成２８年４月１日時点は３％を支給。

　（参考）

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

（平成２７年４月１日実施）

(５) 特記事項

　（支給割合）国基準３％に対し、東広島市においても３％を支給。

国基準による支給割
合

東広島市の支給割合

平成２６年度
の支給割合

０％

０％

平成２７年度の支給割合

４月１日時点 遡及改定後

１％

１％

２％

２％

平成２８年度
の支給割合

３％

３％

平成２９年度
の支給割合

３％

３％

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取

り組むとされている。



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成３０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　３　「年収ベースの比較」の「公務員（Ｃ）と「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、

　　　　公務員においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　４　公務員においては臨時・非常勤等非正規職員を含みませんが、賃金構造基本統計調査は一定の条件のもとで

　　　　アルバイト等非正規社員も含んでいます。また、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務

　　　　内容、雇用形態、平均経験年数等の点において、完全に一致しているものではありません。

　　　５　賃金構造基本統計調査が企業規模１０人以上の企業を対象とするのに対し、人事院及び広島県人事委員会の

　　　　民間給与実態調査は事業所規模５０人以上の事業所を対象としています。

　　　　　広島県人事委員会の民間給与実態調査（技能・労務関係職種：電話交換手、自家用乗用自動車運転手、守衛、

　　　　　用務員）の状況は次のとおりです。

（注）2013年から2015年までの３ヵ年平均。平均給与月額を１２倍したものに、毎年の特別支給状況の額を加えた試算値です。
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（２）職員の初任給の状況(平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成３０年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成３０年４月１日現在）

（注）１　東広島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成１８年に１０級制から８級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分

（ ）月分 ( （ ）月分 ( （ ）月分 (

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成３０年４月１日現在）

国

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～45％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　無）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２９年度に退職した職員に支給された平均額です。

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

イ　人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

平成29年度中における運用
東広島市 国

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員

1,871

0.85

1.80

0.85 0.851.45 ）月分）月分

 月分  月分  月分1.80 1.80

ロ　人事評価を実施していない

19.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

○

○

１人当たり平均支給額（平成29年度）

2.602.60

東　広　島　市 広　島　県

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

国東広島市

平成29年4月2日から平成30年4月1日までのおける運用
管理職員 一般職員 管理職員 一般職員

○ ○ ○ ○

○○

イ　人事評価を実施した

1.45 1.45 ）月分

1,528

2.60

標準の区分のみ適用

19.6695

33.27075

47.70947.709

47.709 39.7575 47.709

東　広　島　市

24.586875

28.039533.27075

19,013

１人当たり平均支給額（平成29年度）

国

―

24.586875



 (3) 地域手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　　円

支給率

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当等を含みます。

消防業務手当

職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

消防業務手当

潜水業務に従事 -

廃棄物処理施設の槽内・炉内で
の作業従事等

救急救命士の資格を有する職員

左記職員に対する
支給単価

千円

千円

火災､救助その他災害業務に出動
したとき（出動のため車両を運
転した場合）

日額600円

支給実績（平成28年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給実績（平成29年度決算）

消防業務手当

ひがしひろしま聖苑に勤務する
職員

国民健康保険診療所に勤務する
職員

廃棄物の処理業務に従事する職
員

509

691,317

ひがしひろしま聖苑に勤務する
職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

183,853

120,717

消防業務手当

消防業務手当

医療事務手当

廃棄物処理業務手当

消防業務に従事する職員
救急業務に出動したとき（その
他の場合） 2,851 千円

704,795

従事した時間1時間につき
310円

消防業務に従事する職員

524

15

1

9

社会福祉業務手当

6,771

行旅病人取扱手当

手当の名称

防疫等作業従事手当

支給実績（平成29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度）

日額400円

月額10,000円

健康保険法の規定による
往診料等の額

4,310 千円

千円

出動1件につき160円

早出・遅出勤務をしたとき

千円

千円

540

-

750 千円

1,107

出動1件につき360円

保育所勤務手当

消防業務手当

月額5,100円

日額1,500円

保育所に勤務する職員

消防業務に従事する職員
救急業務に出動したとき（出動
のため車両を運転した場合） 2,314 千円 出動1件につき260円

出動1件につき260円

千円

千円

社会福祉業務に従事する職員

往診・在宅患者訪問診療業務に
従事したとき

-

-

月額3,000円

日額300円

千円

千円

日額2,500円

0

20

10

3

15

行旅病人の救護の作業に従事し
たとき

行旅死亡人の収容の作業に従事
したとき

下水処理施設の維持管理業務に
従事したとき

医師

下水道業務手当

1,513上欄の地域を除く広島県内の地域

千円

火災､救助その他災害業務に出動
したとき（その他の場合）

聖苑勤務手当

救急救命に関する技術的・技能
的業務に従事

生活保護法に基づく現業を行う
職員及びその指導監督を行う職
員

消防業務に従事する職員

行旅病人の救護の作業に従事し
た職員

行旅死亡人の収容の作業に従事
した職員

広島県広島市

消防業務に従事する職員

支給対象地域 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（平成29年度決算）

3

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

東京都特別区

防疫作業に従事したとき

手当の種類（手当数）

行旅死亡人取扱手当

-

20

7.3

防疫等作業に従事する職員

支給実績
（平成29年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

東広島浄化センターに勤務する
職員

-

-

44,706

18,642

27.9

10

日額400円

千円-



（6) その他の手当（平成３０年４月１日現在）

支給実績

（平成29年度決算）

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）
給　　料　　月　　額　　等

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×支給率(4.6）×年数 円 退職時

給料月額×支給率(2.75）×年数 円 退職時

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合

     における退職手当の見込額です。                                 

520,000

0

69,159管理職員特別勤務手当

給

料

1,075,000

2,836

970,000

699,400

17,848,000

区 分

883,000

報

酬

医師等に対して支給
月額限度額268,500円

8,580,000

420,000460,000

千円

夜間勤務手当

宿日直勤務をした場合
1回4,200円

千円

-

同

宿日直手当

管理又は監督の地位にいる職員
39,700～94,000円

同

管理職手当支給対象職員が、臨
時・緊急の必要により休日勤務
した場合
2,000～12,000円

　　（平成29年度支給割合）

千円

千円

退
職
手
当

備 考

交通用具

581,000

期
末
手
当

0

異動等により配偶者と別居し、
単身で生活することを常況とし
た場合：23,000～70,000円

手　当　名

異

内容及び支給単価 との異同 異なる内容 平均支給年額

246,330

国の制度

-

午後10時から翌日午前5時まで勤
務した場合
時間外単価×25/100×時間数

同

同

支給職員１人当たり

管理職手当

通勤のため、公共交通機関、交
通用具を使用するもの
月額限度額
公共交通機関：55,000円
交通用具使用：24,500円

千円

137,481

休日勤務手当

単身赴任手当

国の制度と

休日に勤務した場合
時間外単価×135/100×時間数

千円同

-

千円

207,269

300,94898,109

議 員

市 区 町 村 長

議 長

　　（平成29年度支給割合）

4.40

4.40

166,766

副 市 長

560,000

507,000

教 育 長

議 長

562,000

700,000

市 区 町 村 長

副 議 長

副 市 長

初任給調整手当

副 議 長

扶養手当

住居手当

副 市 長 780,000

768,053

463,000

（平成29年度決算）

184,897

配偶者：6,500円、子：10,000
円、その他：6,500円

通勤手当

600,000市 長

648,000

同

同

借家：上限27,000円

-

議 員



６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

主な増減理由

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

・下水道未普及解消事業等への対応

・地域包括ケア業務のための増員

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

(注）１　職員数は一般職に属する職員数です。　

　 　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（２）年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

　

1,540 △ 4

0

△ 9

27歳 35歳

74.45

～

32歳

平成29年

税　務

227

～

23 1,536

その他

20歳

59歳

～

110 139

人

未満

52歳

～

40歳

169

64

0

・待機児童対策のための増員
・仕事づくり対策強化のための増員
・区画整理業務の縮小
・臨時福祉給付金の終了

4 1

職 員 数

2

28歳

51歳

人

[    1,708   ］

326民　生

199 228

人

47歳43歳

56歳

平成30年

△ 4

64

63 3

0

42

46

284

0 0

教育部門

44

5

11

952

水　道

1,394

284

151

職員数

5146

～～

158

　　　　　　　　区　分

　部　門

普
通
会
計
部
門

衛　生

消防部門

64

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

△ 1

△ 8

1

△ 2

病　院

計

下水道

186

1,536

48歳36歳

0

42

小　計

合　　計

[    1,708   ］

1,385小　計

～

20歳

～

・給食センターの統廃合
・給食調理員の退職不補充

60

65

171

農林水産

議　会

22

3

232

951

2

61

労　働

区　分

人

～

39歳

人

51.12

60

11

0

対前年
増減数

人

以上

47.75

60歳44歳

24

23歳 31歳

人

55歳

65.65

82.57

人人

176 143

一
般
行
政
部
門

土　木

△ 4

総　務

人

計

～

人人

150

1517 59 115

人

24歳

商　工

325

0

2

4

6

8

10

12

14

16

２
０
歳
未
満

２
０
～
２
３

２
４
～
２
７

２
８
～
３
１

３
２
～
３
５

３
６
～
３
９

４
０
～
４
３

４
４
～
４
７

４
８
～
５
１

５
２
～
５
５

５
６
～
５
９

６
０
歳
以
上

構成比

５年前の構成比

%



(３)　職員数の推移 （各年4月1日現在）

　部　門

（注）1　職員数には教育長を含んでいません。

（４）地位別職員数の状況（一般行政職）（平成３０年４月１日現在）

（単位：人）

△ 4

1,542 1,540

男　性

269 175

606

28

計

次　長　級

9

208

減 員

67

47

　　　　　　　　　区　分

1,599 1,582

部　長　級

368

職員数

17

職員数 1,613

2

94

区分

15 13

1,536

△ 23

H24年度

18

14

1,565

△ 18

女　性

2

13

6

37

増 員

814

△ 14 △ 17

H26年度

19普通会計・
公営企業
等会計

21

56

76課　長　級

そ　の　他

H29年度

課長補佐級

276 92

H29年度

差 引

H27年度

30

9

31 38

△ 2

7

H28年度

30 15

25

19

H25年度

係　長　級



７　公営企業職員の状況
（１）水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

平成27年度の総費用

に占める職員給与費比率

一人当たり

　　給与費 　　B/A 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成３０年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

平成１７年２月７日合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在）

平均月収額

東広島市（一般行政職） 歳 円 円

水　道　事　業 歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

東　広　島　市　　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度）

千円

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）

東　広　島　市　　（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　― 千円(団体平均   千円) １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

総費用に占める

％

　　計　Ｂ

総費用 純損益又は

　　　　　　区　　分 基本給

43 6,495

平　均　年　齢

279,265

　実質収支

職員手当

6.6

167,702

期末・勤勉手当

Ａ  

548,428

総費用中、

職員給与費

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ／Ａ

19.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

47.709

33.27075

24.586875 19.6695

職員給与費比率

職員数

千円　

千円

水　　道　　事　　業　

千円

平成２９

6.7年度

区　　分

33.27075

　　　　千円

　　　 　Ａ

813,2534,066,523

Ｂ　

267,615

給　 料

千円　 ％

水　　道　　事　　業　

　　　1,634千円（参考：団体平均　　-　千円）

2.60

0.85

24.586875

47.709

47.709

人

1.45

42,914

42.7

年度

1.80

47.709

28.0395

39.7575

千円

545,558

68,649

42.7

330,600

19,013

千円 　　　　　千円平成２９

区　　分



ウ　地域手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　　円

支給率

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

支給実績（平成29年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 　％

手当の種類（手当数） 2

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成３０年４月１日現在）  
支給実績

（平成29年度決算）

円

円

円

円

円

午後10時から翌日午前5時まで勤
務した場合
時間外単価×25/100×時間数

休日勤務手当

宿日直勤務をした場合
１回4,200円

同

宿日直手当

千円 5,667

夜間勤務手当

年末年始に勤務を命ぜられた職
員 年末年始出勤

同

借家：上限27,000円

23,937

管理又は監督の地位にいる職員
39,700～94,000円 同

17

同

同

管理職員特別勤務手当
管理職手当支給対象職員が、臨
時・緊急の必要により休日に勤
務した場合　　2,000～12,000円

同

扶養手当 6,144

年末年始出勤手当

665職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

20

左記職員に対する
支給単価

千円

配偶者：6,500円、子１人につき
10,000円、その他扶養１人につ
き6,500円

同
休日に勤務した場合　　　　時
間外単価×35/100×時間数

異
専門的知識を必要とし、採用に
よる欠員の補充が困難な職に採
用された職員に支給

19,695

上欄の地域を除く広島県内の地域 3 42

支給実績（平成29年度決算）

内容及び支給単価手　当　名

初任給調整手当

単身赴任手当

住居手当

通勤のため、公共交通機関、交
通用具を使用する者
月額限度額
公共交通機関：55,000円
交通用具使用：24,500円

異動等により配偶者と別居し、
単身で生活することを常況とし
た場合：23,000～68,000円

5,468

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 127,174

支給対象地域 支給対象職員数 国の制度（支給率）

広島県広島市

518

（平成29年度決算）

4,175 千円 834,960

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

手当の名称
支給実績

（平成29年度決算）

非常招集手当
時間外又は休日等に、非常招集
により勤務した職員 非常招集 224 千円

千円

通勤手当

管理職手当

支給実績（平成28年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

244

17,429

32.6

支給実績（平成29年度決算）

136,536

主な支給対象業務主な支給対象職員

１回　2,000円

日額　5,000円

311,351

千円

2,802

245,760

4,369

支給対象

千円

支給職員１人当たり

平均支給年額



８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入） （平成30年4月1日現在）

　　（注）休憩時間：職員が勤務時間の途中において、勤務から解放され、自己の時間として自由に利用することが保障され

　　　　　　　　　　ている時間であり、労働基準法に準拠しているもの。

（２）年次有給休暇の取得状況 （平成29年1月1日～平成29年12月31日）

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（2017(平成29)年4月1日～2018(平成30)年3月31日）

　　（注）１　「時間外・休日勤務総時間数」は、当該年度中の時間外勤務等の総時間数。

　　　　　２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は、「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管理職を除く）

　　　　　　 数で除したもの。

１週間の
勤務時間

開始時刻 終了時刻

総付与日数
　　　　　　　Ａ

29,538 8,792 756 11.6 29.8

時間外・休日勤務総時間数
職員一人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

235,045

取得率
　Ｂ/Ａ　　　％

全対象職員数
　　　　　　　Ｃ

備　　　考
（時差通勤等を実施している場合は、その内容を簡潔に記入する）

38時間45分

14.9

平均使用日数
　Ｂ/Ｃ　　　日

17:15 12:00～13:008:30

休憩時間

総使用日数
　　　　　　　Ｂ



（４）特別休暇等の状況 （平成30年4月1日現在）

　　（注）　「特別休暇等」とは，特別休暇及び職務専念義務免除で制度化されているもの。

連続する７日以内の期間
(週休日等を除く)

同
他団体からの委嘱を受けて行う講義･講
演

その都度必要と認める期間

国は、制度なし

暦年で3日（被看護人が小
学校就学前の子の場合は5
日）以内

暦年で5日以内

療養のため必要最小限の期
間

介護のため必要と認める6
月以内の期間

暦年で30日以内

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

有給

有給

有給

有給

有給

有給(90日ま
で)

その都度必要と認める期間

７日以内においてその都度
必要と認める期間

国は、父母に限定。1日以内

国は、制度なし

看護の対象者が、国の場合、就学
前の子に限定

国は、制度なし

国は、制度なし

国は、制度なし

国は、制度なし

国は、産前6週間

国は、5日以内

所轄庁の事務又は事業の全部又は一部
の停止

選挙権その他公民としての権利の行使

有給

有給

有給

国は、制度なし

国の制度と異なる内容
国の制度
との異同

有給・無給
の別

有給

勤務時間の始め又は終わり
に、1日につき1時間以内

1日2回、それぞれ30分

配偶者の予定日前日から出
産後2週間までで2日以内

２日以内でその都度必要と
認める期間

有給

有給

有給

有給

有給

妊娠満23週:4週間に1回､24
週～35週:2週間に1回､出産
後1年以内においてその都
度必要と認める日又は時間

付与日数
・期間等

職務に関連のある他団体の職務に従事

厚生計画への参加

研修受講

組合休暇

介護休暇

病気休暇

ボランティア休暇

家族(子･配偶者･父母)看護休暇

配偶者の出産休暇

妊娠中の女子職員の通勤緩和

親族に応じ1～10日間

慣習上最小限度必要と認め
る期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

夏季休暇

父母、配偶者及び子の祭日

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

産前8週間、産後8週間

忌引

生理休暇

ドナー休暇

被爆者の健康診断休暇

生後満１年に達しない子の養育休暇

3日間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

有給

有給

異

有給

有給

同

有給

有給

非常災害による交通遮断

異有給

異

有給

同

同

同

同

同

異

異

異

異

同

同

同

同

異

異

異

異

同

同

同

無給

無給

有給

有給

妊婦検診

女子職員の出産休暇

職員の結婚休暇

伝染病予防法交通遮断又は隔離

休暇の種類

同

裁判員、証人、鑑定人、参考人等とし
ての出頭

天災地変による職員の現住居の滅失又
は破壊

交通機関の事故等 同

同

その都度必要と認める期間

有給



９　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分者数（平成29年4月1日～平成30年3月31日） （単位：人）

（２）懲戒処分者数（平成29年4月1日～平成30年3月31日） （単位：人）

　（注）「訓告等」とは、事件当事者又は監督者に対して訓告、厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正

　　　　措置をいいます。

１０　職員の服務の状況

  公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。）
　に基づく派遣の状況 （平成30年4月1日現在）

区　　　　分 降任 免職 休職 降給 合計

退
職
派
遣

特定法人
派遣法第10条

0

一般地方独立行政法人
派遣法第2条第2号

0 5小　計

合　計 0

職
員
派
遣

民法法人
派遣法第2条第1号

地方自治法に基づく連合組織
派遣法第2条第4号

市長会

0
特別の法律で設立された法人
派遣法第2条第3号

5

0 0小　計

5

0

5

0

1 0

公益財団法人ひろしま国際センター 0

1 1

社会福祉法人東広島市社会福祉協議会

0

議長会 0

一般社団法人広島県土木協会

公益財団法人東広島市教育文化振興事業団

東広島市土地開発公社

日本下水道事業団 1 1

0

派遣形態根拠 法　人　名
派遣職員数（人）

役員 職員 合計

2 2

0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

地公法第29条
第１項第3号

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

地公法第29条
第１項第2号

0

1 1 73

計 0 1

39

免職

0

0 1

法令に違反した場合
地公法第29条
第１項第１号

0 112

23

0

0条例で定めた事由による場合
地公法第27条
第２項

減給 停職

計

区　　　　分 戒告

地公法第28条
第１項第3号

訓告等

0 0 23 0

合計

刑事事件に関し起訴された場合
地公法第28条
第2項第2号

地公法第28条
第１項第１号

0

職制，定数の改廃，予算の減少により
廃職，過員を生じた場合

地公法第28条
第１項第4号

0

職に必要な適格性を欠く場合

0

心身の故障の場合
地公法第28条
第１項第2号
第2項第1号

23 23

勤務実績が良くない場合



１１　職員の研修の状況
（１）研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第３９条第２項）

（２）研修の実施状況 （平成29年4月1日～平成30年3月31日）

１２　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）安全衛生管理体制（平成２９年度）

（２）職員の福利厚生事業の状況（平成２９年度）

（３）公務災害の認定状況（平成２９年度）

（４）勤務条件に関する措置要求の状況（平成２９年度）
　　　　該当なし

（５）不利益処分に関する不服申し立ての状況（平成２９年度）

　　　　該当なし

１３　職員の退職管理の状況
（１）職員の退職管理の状況

（注）職員の退職管理に関する条例第３条に基づき、離職後２年間に営利企業等に再就職したとして届け出た職員数。

0件

計 4件 0件 2件 6件

通勤災害 0件 0件 0件

計

公務災害 4件 0件 2件 6件

区　　分 市長部局等 教育委員会 消防局

メンタルヘルス対策事業 メンタルヘルス研修、啓発資料の作成等、産業カウンセラー事業、ストレスチェック事業

互助会運営事業 職員互助会による健康増進等支援事業

健康相談事業 産業医の定期健康相談・巡回相談、保健師の健康相談等

過重労働対策事業 過重労働者に対する健康調査等

事業名 内　　容

健康診断事業 一般・特殊健康診断、人間ドック、ＶＤＴ作業従事者健診等

1箇所

衛生委員会 設置事業場数 1箇所 3箇所 1箇所

産業医 選任事業場数 1箇所 3箇所

1箇所

安全衛生推進者等 選任事業場数 18箇所 48箇所 8箇所

衛生管理者 選任事業場数 1箇所 3箇所

区　　分 市長部局等 教育委員会 消防局

計 1512 3021

独自研修 1177 2689

その他の派遣研修 65 72

ひろしま自治人材開発機構 270 260

機関別研修
本年度

参加者数
前年度

参加者数
備　考

策定の有無 策定時期

有 平成19年2月

区分 再就職届出

平成２８年度退職者 1人

平成２９年度退職者 5人


